
10月 1 日から全国の地域別最低賃金が順
次発効しています。今年度の全国加重平均
額は1,055円で、引上げ額は51円と過去最
高額に達しましたが、その背景には隣県を
意識した人材獲得競争があります。一方、
若手人材の確保を目的とした初任給引き上
げも相次いでいます。
産労総合研究
所の調査では2024
年 4 月入社者の
初任給を「引き
上げた」企業は、昨年比7.5ポイント増の
75.6％。27年ぶりに 7割を超えています。
2024年度決定初任給額大学卒（一律）が22
万5,457円、高校卒（一律）が18万8,168円。
対前年度増加率は全学歴で 3％超と32年ぶ
りの水準になっています。
例えばメガバンクの初任給はこれまで大
卒で20万5,000円の横並びが続きましたが、
2023年に三井住友銀行が25万5,000円に引
き上げ、今年 4月にみずほ銀行が26万円、
三菱ＵＦＪ銀行が25万5,000円に引き上げ
ました。
全国に支店を持つメガバンクの引き上げ
に危機感を持った地方銀行も追随し、京都

銀行が今年26万円に引き上げたほか、横浜
銀行、福岡銀行や西日本シティ銀行など各
行は25年度から26万円に引き上げる予定で
す。地銀の初任給引き上げはいずれ地場の
企業にも波及すると思われます。
また、初任給の引き上げだけではな
く、大学などの奨学金を肩代わりする企
業も増加しています。日本学生支援機構
（JASSO）は2021年 4 月から企業の「奨学
金返還支援（代理返還）制度」を実施して

います。
この制度を利用
する企業は今年 5
月末までに2,000

社を超え、前年同月比の 2倍以上に増加し
ています。この制度は企業が直接機構に送
金すれば、返還額は社会保険料や所得税の
対象ではなくなるというメリットもあるほ
か、返還額は法人税控除の適用を受けられ
る場合もあります。
今後、賃金だけではなく人材確保のため
のさまざまな施策
が登場してくる可
能性があります。

2024

最賃、初任給上げ、奨学金返還も
若手人材の獲得競争が激化
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戦力化と生産性向上を目指して

2

通信企業のA社は2019年 9 月から従来の定
年後再雇用制度を見直し、グループ全社を対
象に70歳定年制度を導入しました。65歳定年
ではなく、一気に70歳に延長した理由とは、
若年層の労働人口が減少するなかで優秀な人
材を確保していくことにあると言います。
じつは2019年 9月から70歳定年制度の実施
と同時にすべての社員の人事・賃金制度を改
定し、年俸制に一新しました。従来の人事制
度は等級ごとに給与テーブルがあり、毎年の
評価結果で昇給する職能等級制度でした。そ
れをすべて廃止し、本人の担う役割の純粋な
現在価値、同社で「人材価値」と呼んでいる
ものを毎年評価して年俸が決まる仕組みに変
えました。年功的要素はまったくなく、定年延
長の対象者も同様の仕組みで評価されます。
ただし、区切りとして60歳を一度目の定年
と位置づけ、本人が希望すれば正社員として
再雇用し、70歳で二度目の定年を迎えるとい
う建付けになっています。報酬は60歳時点の
役職・業務内容・評価を加味し、一人ひとり
の人材価値を査定して決定。そうした理由に
ついて同社の人事担当者は「60歳の人を中途
採用するのと同じように、次の10年に向けて
新たな気持ちでがんばってほしいという意識
づけが狙い」と言います。60歳以降は他の社
員と同じように毎年評価され、年俸が決まり
ます。

一般の企業が定年延長に踏み切れない理由
として、若手の抜擢など新陳代謝が進まな
い、人件費が増加するという不安がありま
す。しかし同社の制度では年齢要素がないた
め、課長の役割ができるかどうかで昇進を判
断します。一方、マネジメントに求められ
る資質やスキルも大きく変わってきており、
チームを活性化できなければ降格もあり、そ
の結果、役割の変更によって、元上司や先輩
が部下になることもあります。これはシニア
も同じです。60歳以降でも役職者にふさわし
い人であれば抜擢されます。
人件費は成果や貢献度という人材価値を評
価して報酬を支払うため「シニアも30歳の人
も当社の戦力のひとりとして、全体の人員計
画と人件費の予算をきちんとコントロールでき
れば、定年が70歳になっても人件費が増える
ことはありません」（人事担当者）と言います。
70歳定年制の導入後、シニアの中には「ま
だまだ元気なので現役で働けるのがよかっ
た」と喜んでいる人もいるそうです。一方、
若い社員にも70歳まで働く環境が整備された
ことで一定の安心感を与えていると言いま
す。また、70歳定年を前提に中途採用を募集
したところ、応募者が増えたそうです。人事
担当者は「定年延長したことが人を大切にす
る会社だと評価してもらえているのだと思い
ます」と言います。

人手不足解消の方策の1つとして高齢者雇用が注目されてい

ます。企業の中には、定年後再雇用制度を廃止し、定年を延長

することで戦力化を図っているところもあります。今回は60

歳定年を70歳に延長し、同時に60歳以前の社員も含めた処遇

制度改革を実施した通信業のA社の事例を紹介します。

60歳から70歳に定年を延長
「人材価値」を軸にした処遇制度

高齢者雇用に
どう向き合うか 

戦力化と
生産性向上を目指して
第11回　
定年延長を機に
処遇制度を改革
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制服着用の通勤を認めていない
更衣室での更衣を義務づけていた
労基法上の労働時間はこれまでの判例で

「労働時間とは、労働者が使用者の指揮命令
下に置かれている時間」と定義され、踏襲さ
れてきました。ただし、労働時間が実作業時
間であるとしても、仕事や職務への使用者の
関与の程度や本来の作業時間との関連性の程
度からさまざまな具体的問題も生まれます。
本件も更衣時間のその一つです。
本件は日本郵便（Ｙ）の従業員であるＸら

がＹから着用を義務づけられていた制服の更
衣に要する時間は労基法上の労働時間に該当
するにもかかわらず、Ｙは労働時間として扱
わず、更衣に要する時間に応じた割増賃金を
支払っていないと主張し、Ｙに対し不法行為
に基づく損害賠償請求等を求めた事案です。
Ｙでは、正社員に適用される「社員就業規則」
で「社員は制服を貸与され、又は使用するこ
ととされている場合には、特に許可があった
ときを除き、勤務中これを着用しなければな
らない」と定めています。また、期間雇用社
員、アソシエイト社員、高齢者雇用社員に適
用される就業規則でも当該定めが準用されて
いました。
その上で判決は「Ｙがユニフォームを着用

しての通勤を禁止していることを窺わせるＹ
作成の資料があるほか、ほとんどの従業員が、
各郵便局内に設置された更衣室で更衣を行っ
ていたという実態がある一方で、Ｙからユニ
フォームを着用しての通勤が許される旨の告
知がされたことはない」とし、Ｙは「各郵便
局内の更衣室において、制服を更衣するよ
う義務づけていたものと認めるのが相当であ
る」と述べています。
さらにＹの反論として、実態として制服を
着用して通勤している者がいるという主張に
対して「これらの者は、各郵便局内の更衣室
で更衣すべきであるという被告の義務付けに
反して制服を着用して通勤しているとみるの
が相当であり、制服を着用して通勤している
者が一部存在するという事情をもって、被告
が制服を着用しての通勤を許容していたと認
めることはできない」としています。
そして結論として「Ｘらは、Ｙから制服を
着用するよう義務づけられ、かつ、その更衣
を事業所である各郵便局内の更衣室におい
て行うものと義務づけられていたのであるか
ら、制服の更衣に係る行為は、Ｙの指揮監督
命令下に置かれたものと評価することができ
る」と述べ、「したがって、更衣に要する時
間は、労働時間に該当すると認めるのが相当
である」とし、Ｘらの請求を一部認めました。

制服の着替えに要する時間は労働時間制服の着替えに要する時間は労働時間
本件は、郵便局員が会社から着用を義

務づけられていた制服の更衣に要する時間

は労基法上の労働時間に該当するにもかか

わらず、会社は労働時間として扱わなかっ

たことに対して割増賃金の支払を求めて提

訴。神戸地裁は更衣時間は指揮監督命令下

に置かれた労働時間と認定し、郵便局員の

請求を一部認容しました。

日 本 郵 便 事 件
神 戸 地 方 裁 判 所

（令5・12・22判決）
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データバンク

9 月 2 日、政府の「女性の職業生活におけ
る活躍推進プロジェクトチーム」（座長.矢田
雅子首相補佐官）は第 6回会議を開催。厚生
労働省は「都道府県別の女性の就業状況等」
調査を発表し、男女間賃金格差について都道
府県ごとの数値を初めて公表しました。
一般労働者の男性の所定内給与
額を100としたときの女性の所定
内給与額（令和 5年賃金構造基本
統計調査）の割合は、全国平均は
74.8。格差が最も小さかったのは
高知県の80.4でした。続いて岩手
県80.3、長崎県80.2、秋田県79.9、
奈良県79.8、宮崎県79.2、鳥取県
79.0となりました。一方、格差が
最も大きかったのは栃木県の71.0
と男性に比べて約30％の開きがあ
りました。
続いて茨城県72.1、長野県72.8、
東京都73.0、愛知県73.2、山梨県
73.5、岐阜県73.6となっています。
ちなみに大阪府も75.5であり、首
都圏や愛知、大阪の都市部で格差
が大きい傾向にあります（図表
1）。男女の賃金格差が大きい理
由として女性管理職比率が低いこ
と、女性の勤続年数が短いことが指摘されて
います。厚生労働省は全国の管理職に占める
女性比率および平均勤続年数の男女差も公表
しています。それによると男女の賃金格差が
最も大きかった栃木県は平均勤続年数の男女
差が5.6年と全国で最も大きく、管理職に占

める女性比率は12.8％（全国21位）となって
います（図表2）。
ワースト2位の茨城県の平均勤続年数の男
女差は4.5年（同44位）、管理職に占める女性比
率は9.2％（同41位）、3位の長野県は4.2年（同
39位）、8.7％（同42位）、4位の東京都は4.1年

（同34位）、12.6％（同23位）、5位
の愛知県は5.3年（同46位）、6.4％
（同47位）となっています。男女の
賃金格差が大きい地域は平均勤続
年数の男女差が大きく、女性の管
理職割合も低い傾向にあります。
一方、男女の賃金格差が最も小
さい高知県の平均勤続年数の男女
差は2.8年（同 9位）、女性管理職
割合は16.7％（同 7位）、 3番目
に小さい長崎県は2.4年（同 3位）、
18.5％（同 5位）、 4番目の秋田
県は 2年（同 1位）、16.9％（同
6位）。平均勤続年数の男女差が
小さく、女性管理職割合が高い地
域は男女の賃金格差が小さい傾向
にあります。内閣府の資料では、
男女間の賃金格差が、若い女性の
地方からの流出につながっている
可能性を指摘しています。厚労省

は女性の活躍推進のためには「各産業だけで
はなく、各地域の実情に応じ、対策を講じて
いくことが重要とし、政府は今後、各自治体
や経済団体、企業の代表者などが集まる車座
対話を中心に男女の賃金格差解消に向けた取
り組みを進めることにしています。

厚生労働省は9月2日、「都道府県別の女
性の就業状況等」調査を発表し、初めて都
道府県ごとの男女間賃金格差の数値を公表
しました。男女の賃金格差が最も小さかっ
たのは高知県の80.4、最も大きかったの

は栃木県の71.0でした。また平均勤続年
数の男女差が大きく、女性管理職の割合が
低い地域は格差が大きい傾向にあることが
わかりました。

都道府県別の男女間賃金格差調査

最
小
は
高
知
、
格
差
大
き
い
栃
木

女
性
管
理
職
、
勤
続
年
数
が
影
響
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データバンク

図表１ 男女間賃金格差（男性＝100）

図表２ 平均継続勤続年数の男女差と管理職に占める女性の割合
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平均継続勤続年数の男女差（年）
（資料出所）図１、図２共に厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成
（注１）図１の男女間賃金格差とは、一般労働者について、男性の所定内給与額を100としたときの女性の所定内給与額の値をいう。

平均継続勤続年数の男女差が小さく、
管理職割合は高い

平均継続勤続年数の男女差が小さく、
管理職割合が低い

平均継続勤続年数の男女差が大きく、
管理職割合が高い

平均継続勤続年数の男女差が
大きく、管理職割合は低い
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手当の名称より実質で判断

割増賃金の計算の基礎となるのは、
「通常の労働時間または労働日の賃金」

です。労基法コンメンタールでは、割増賃金
を支払うべき労働（時間外・休日・深夜の労
働）が深夜でない所定労働時間中に行われた
場合に支払われる賃金を指すとしています。
この中から除外できる賃金を、労基法37条
5 項と労基則21条で挙げています。家族手
当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、住
宅手当、臨時に支払われた賃金、 1カ月を超
える期間ごとに支払われる賃金の 7種類とな
ります。制限的に列挙されているものであ
り、これらの手当に該当しない「通常の労働
時間または労働日の賃金」はすべて割増賃金

の基礎となる賃金に算入しなければならない
としています（前掲コンメンタール）。手当
等の名称にかかわらず実質によって取り扱い
ます（昭22・ 9 ・13発基17号）。
基準は解釈例規などで示されています。例
えば家族手当は、扶養家族数またはこれを基
礎とする手当額を基準として算出した手当を
指します（昭22・11・ 5 基発231号）。物価手
当や生活手当などの名称でも、この基準で算
出する部分については家族手当として扱い、
除外賃金とすることができます。一方、独身
者にも支払っていたり、家族数に無関係に支
給されたりしていると、その部分は家族手当
に当たらず除外賃金とすることはできませ
ん。
子女教育手当は、教育を要する子女の数と
いう個人的事情により支給される場合に除外
手当に当たるとしています（荒木尚志等「注
釈労働基準法」）。別居手当は、配偶者のある
労働者だけに対し、勤務を理由とする別居と
いう事実を条件として支給する手当などが該
当します。「別居手当・単身赴任手当」と単
身赴任手当を並列して記載しているものもあ
ります（東京労働局「しっかりマスター　割
増賃金編」）。
7種類以外の賃金については基本的に割増

賃金の計算の基礎となる賃金に含めます。た
とえば、ある作業に就いた際に支給される特
殊作業手当があり、その作業を割増賃金が発
生する時間に行った場合、特殊作業手当は通
常の労働時間または労働日の賃金に含まれま
す（昭23・11・23基発1681号）。逆に、通常
の労働時間または労働日の賃金に該当しない
ものは含めなくてもよく、勤務の一部または
全部が深夜に行われる看護等の業務に対し支
給する夜間看護手当は、算入しなくても差し
支えないとされています（昭41・ 4 ・ 2 基収
1262号）。

割増賃金の計算の基礎

から除外できる手当は

何か

労働基準法労働基準法

ＡＡ

当社の社長が交代し、新社長

から賃金制度の見直しを検討す

るよう指示がありました。その中で改め

て割増賃金の計算に含めるもの、含めな

いもについて理解しておきたいと思いま

す。割増賃金の基準などについて教えて

ください。また、別居手当や子女教育手

当など、どのような性質のものが該当す

るのかを示した資料があれば教えてくだ

さい。

QQ
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地方最賃審の意見要旨を確認

最低賃金（最賃）には、地域別最賃
（最低賃金法 9条）と特定最賃（法15

条）がありますが、地域別最賃の仕組みにつ
いて確認します。法 9条では、賃金の低廉な
労働者について、賃金の最低額を保障するた

め、地域別最賃（一定の地域ごとの最低賃金）
は、あまねく全国各地域について決定されな
ければならない、としています。
厚生労働大臣の諮問機関である中央最賃審

議会、都道府県労働局に設置されている地方
最賃審議会の調査審議を経て、地域別最賃が
決まる流れです（法10条、厚生労働省「地域
別最低賃金の改正手続きの流れ」）。
地域別最賃に関する決定をしたときは公示

されます（法14条）。公示は、官報に掲載す
ることによって行います（則 9条）。
額を決定するまでの流れの中で、都道府県

労働局長は、最賃審議会の意見の提出があっ
たときは、厚生労働省令で定めるところによ
り、その意見の要旨を公示します。ここで、
目安となる具体的な金額も示されます。労働
局によってはすでにホームページに掲載して
いますが、条文では、労働局長の職権に係る
事案については労働局長が労働局の掲示場に
掲示する（則 7条）としています。同条は令
和 6年 3月31日から改正され、掲示板への掲
載ではなく、ウェブサイトへの掲載が原則と
なります（令 5・12・26厚生労働省令164号）。
なお、サイトへの掲載が困難な場合には、
掲示板に掲示するとしています。労働局の
ホームページでは、地方最賃審議会情報やお
知らせのページを設けていることがあります。
地域別最賃は今年10月 1日以降、順次実施さ
れます。早めの準備をお勧めします。

最低賃金を早い段階
で知るにはどうすれ
ばよいか

最低賃金法最低賃金法

ＡＡ

最低賃金の大幅な引き上げが
続いています。当社はまだ余裕

をもって賃金を設定していますが、近年
の引き上げの状況が続くようであれば、
「マージン」がなくなる恐れもあります。
新たに設定された最低賃金については
労働局からの案内などで確認してきまし
た。ただ、今後のことを考えるとできる
だけ早く知りたいと思っています。あら
かじめ最低賃金を知る方法を教えてくだ
さい。

QQ

▽ 副 業・ 兼 業

▽

副業・兼業とは 2 つ以上の
仕事をかけ持ちすることです
が、この中には複数の会社と

雇用契約を結ぶことや、事業
主として複数の会社の業務を
請負や委任といった形で請け
負うことなどさまざまな形態
が想定されています。
これまで社員の副業・兼業

を禁止する企業が多くありま
したが、政府は 2017 年の「働
き方改革実行計画」で原則副

業・兼業を認める方向を示し、
就業規則などで合理的理由な
く副業・兼業を制限できない
ことをルールとして明確化す
ることとし、厚労省の「モデ
ル就業規則」に副業・兼業を
認める記載例を掲載。さらに
「副業・兼業の促進に関するガ
イドライン」も公表しています。
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とぴっくす

「フリーランス労災保険センター」を設立「フリーランス労災保険センター」を設立  ―連合―連合
連合は、今年11月からフリーランス向けの

労災保険特別加入制度の対象が全業種に拡大
されることを受け、包括的な特別加入団体と
しての承認をめざし、「連合フリーランス労災
保険センター」を設立しました。委託により
業務に従事する特定受託事業者＝フリーラン
スであっても、同センターを通じて労災保険
に特別加入できることになります。

適用対象の拡大は、労災保険法施行規則な
どの改正によるもので、フリーランス新法と
同じ、11月 1 日の施行を予定しています。連
合によると、10月中には東京労働局から承認
が下り、施行と同時に加入申請の受付を開始
できる見込みです。対象拡大に当たり、個人
タクシー業者や建設業の一人親方など、これ
までも特別加入を認められていた21業種のフ
リーランスは、引き続き既存の特別加入団体
を通じて加入しますが、新たに対象に加わっ
た業種のフリーランスは、追加で 4 つの要件

を満たした団体を通じて、特別加入を認めら
れます。

同センターは追加要件で義務付けられてい
る「加入者への安全衛生教育・災害防止研修」
を連合本部で行い、「加入・脱退・災害発生
時の労災給付請求」などの事務と、加入者か
らの問合せ対応は労働組合福祉協会に委託。

「加入希望者が訪問可能な事務所」について
は、連合が全国47都道府県に展開している地
方連合会に設置することにしています。

加入者は給付基礎日額に応じた労災保険料
のほか、毎月600円を会費として支払います。
加入時に入会金4,000円、 1 年ごとに更新料
1,000円が発生。給付基礎日額は従来の特別加
入と同様に、3,500 ～ 2 万5,000円までの16段
階から選択可能で、保険料率は一律0.3％。高
い金額を選択すると、その分補償も厚くなる
仕組みになっています。

 

約約66割が「外部シニア人材の受け入れに前向き」    割が「外部シニア人材の受け入れに前向き」    
  ―日本商工会議所調査―日本商工会議所調査

日本商工会議所は 9 月 5 日、中小企業を
対象とした「人手不足の状況および多様な人
材の活躍等に関する調査」結果を発表しまし
た。人手が「不足している」企業は 6 割超

（63.0％）に上り、とくに運輸業（83.3％）、建
設業（79.2％）は約 8 割に達しています。人
手不足企業の 6 割超（65.5％）が「非常に深
刻（廃業のおそれ）」または「深刻（事業継
続に支障がでるおそれ）」と回答しています。

人手不足対策としては、「採用活動の強化」
が78.4％と最多であり、採用活動以外の対策
としての、生産性向上や多様な人材の活躍推
進の取り組みはいずれも約 3 ～ 4 割となっ
ています。現状では、シニア人材（60歳以上）

の割合が「 3 割以上」と回答した企業は全体
の 2 割超、20人以下の企業では 3 割超に及ん
でいます。

外 部 シ ニ ア 人 材 に つ い て、 4 社 に 1 社
（25.5％）が「既に受け入れている」と回答し、
「適当な人材がいれば受け入れたい」（35.2％）
と合わせれば、約 6 割（60.7％）が受入れに
前向きでした。

外部シニア人材の採用ルートは「公的職業
紹介」（62.7％）が最多となり、「従業員によ
る紹介」（47.3％）、「民間職業紹介」（36.1％）
の順でした。また、外国人材については、半
数以上（51.6％）が前向きとの回答がありま
した。
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